
※財源は全額、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用

物価高騰の影響を受ける所得の低い世帯の負担軽減を図るため、住民税非課税世帯に
対し給付金を給付します。

物価高騰対応重点支援給付金
【対 象】 令和６年度住民税非課税世帯
【給付額】 １世帯あたり３万円※１

※１ 対象世帯のうち、子育て世帯は子ども（１８歳以下）1人あたり２万円を加算

食料品価格等の物価高騰の影響を受けている社会福祉施設等の安定的な事業継続を支
援します。

１２月定例市議会 補正予算（追加提案）

物価高騰対応予算の内容

総額 629,699 千円

低所得世帯への支援 補正額 496,400 千円

物価高騰対応重点支援給付金給付事業、職員給与費 一般会計
概要 1-(1)、(3) 健康福祉総務課

社会福祉施設等への支援 補正額 133,299 千円

社会福祉一般事業 一般会計
概要 1-(2) 高齢介護課ほか

区分 対象事業所数 支援単価（年額） 補正額

介護事業所等

入所・居住系 76 事業所 １人当たり
42,000 円

社会福祉一般事業
102,591 千円通所系 102 事業所 １人当たり

14,000 円

その他（訪問介護など） 171事業所 １事業所
60,000 円

障害者支援
施設等

入所・居住系 49 事業所 １人当たり
42,000 円

社会福祉一般事業
30,708 千円通所系 35 事業所 １人当たり

14,000 円

その他（居宅介護など）48 事業所 １事業所
60,000 円

令和６年 12 月 10 日
補 正 予 算 資 料
経営企画部財政課


